
令和３年度 

第２回 高崎市新町地域振興協議会 次第 
 

 
日 時：令和４年１月２８日（金） 

午後１時３０分開会 
会 場：新町支所 ３階 大ホール 

 
 

１ 開  会  
 
 
２ 挨  拶 

 
 

３ 議  事 
（１）新町地域に関わる事業報告について        

 
（２）新町地域のまちづくりに関する意見について    

 
 

４ 連絡事項 
 
 
 ５ 閉  会 
 
 
 

<配布資料> 

 

資 料 １ 新町地域に関わる事業報告一覧 
 
資 料 ２ 新町地域のまちづくりに関する意見一覧 
 
参考資料 令和２年度高崎市決算の概要について 



 

資料１  

 

新町地域に関わる事業報告一覧 

 

ページ 事 業 名 所  属 

1 国道１７号本庄道路事業 都市計画課 

3 新町防災アリーナ建設事業 スポーツ課 

5 災害対策事業 防災安全課 

 

 

 

 

 



 

新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 国道１７号本庄道路事業 
所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（新町支所地域振興課） 

実施期間 平成１５年度～ 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

国 道 １７号 の交 通 渋 滞 の緩

和、事故対策及び沿道環境の

改善、また神流川橋の架け替

えによる防災・震災対策のため 

・国道１７号本庄道路の整備 

・神流川橋の架け替え 

道路延長 L=13.1ｋｍ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和２年度事業実績 

合計   事業中区間：埼玉県本庄市沼和田～群馬県高崎市新町 

計画延長 L=7.0ｋｍ（うち高崎市区間 L=0.5ｋｍ） 

進捗率 

・事業進捗率   57％ 

・用地買収率   73％ 

・神流川橋（群馬県側） L=290ｍの橋桁架設に着手 

・上り線（新町駐屯地側） L=200ｍの道路改良を施工 

国   

県   

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和３年度事業進捗状況 

合計  ・神流川橋（群馬県側） L=290ｍの床版工事に着手 

・群馬県側上り線（新町駐屯地側） L=200ｍの道路改良を引き続き施工・

下り線側盛り土の施工予定 

 

・令和４年 

神流川橋開通予定（暫定２車線） 

   

   

国  

県  

地方債  

その他  

一般  
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 新町防災アリーナ建設事業 
所属 

（支所） 
総務部スポーツ課 

実施期間 令和元年度～令和３年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

新町地域は、複数の川に囲ま

れ大規模な洪水被害が想定

されている。そのため老朽化

した住民体育館を緊急時に

円滑な避難が可能となる体育

館に建替えるもの 

弁財天公園に隣接している芝

生広場の一角に防災機能を

有した体育館を新築する 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和２年度事業実績 

合計 621,704 615,934 令和２年 ４月 文化財発掘調査 

１１月 工事着手 

        

 

国 72,828 75,909 

県   

地方債 452,500 265,300 

その他   

一般 96,376 274,725 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和３年度事業進捗状況 

合計 910,811 令和３年 ５月  名称募集 

           「新町防災アリーナ」に名称決定 

令和３年１２月  本体・外構工事完成 

令和４年 ４月  供用開始予定 

国 341,592 

県  

地方債  

その他 430,300 

一般 138,919 
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 災害対策事業 
所属 

（支所） 
防災安全課 

実施期間 令和３年４月～令和４年３月 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象 新町地区排水施設整備 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

令和元年台風 19 号の大雨によ

り河川水位が上昇し、内水を河

川へ排水することができず、家

屋等の浸水被害が多数発生し

た地域について、排水施設を整

備し、浸水被害の軽減を図るも

のである。 

災害対策車と同等の排水能力

を持ち、設定水位を感知し、自

動で稼働する常設型のポンプ

施設を整備する。 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和２年度事業実績 

合計    

国   

県   

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和３年度事業進捗状況 

合計 80,000 ・測量設計業務（国交省との占用協議、測量、設計） 

 

・整備工事（ピット築造、水中雨水ポンプφ350×15m3/min ２台設置） 

令和４年３月完了（予定） 

国  

県  

地方債 80,000 

その他  

一般  
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新町地域のまちづくりに関する意見一覧 

 
 

 

 

 

 

 

 

新町支所 地域振興課 

資料２ 



 

 



 

 

□新町地域のまちづくりに関する意見                             №１                                             

 

内容区分 意  見 回  答 

飲食店等への支

援について 

新町地域は古くから商工の町として栄えてき

た。しかし近年は店主の高齢化・後継者不足など

により閉店する店舗もあり、コロナによる経済へ

の影響も相まって、飲食業界の今後について大変

危惧している。 

高崎市独自の補助制度である「まちなか商店リ

ニューアル助成事業」は比較的資金力が乏しい経

営者にとってありがたい制度であり、事業継続へ

の意欲を掻き立て、延いては経営者の若返りにも

繋がることが期待され、新町地域でも飲食店だけ

でなく、他の業種の店舗も活用している。 

この助成事業を含め、コロナ後を見据えた、今

後の飲食店等への支援の考え方を聞かせて欲し

い。 

 

本市では、コロナ禍における経済対策として、全国に先駆けた

「緊急経済対策資金」融資制度の創設に始まり、その後、小売店

や飲食店で使える「子育て応援商品券」の配布など、様々な経済

対策を実施してきた。 

このうち、市内中小企業を対象とした「まちなか商店リニュー

アル助成事業」では、当初予算を大きく上回った申請分について

増額補正を行い、コロナ禍で苦しむ飲食店等への直接的な支援と

請負事業者への間接的な支援により、市内経済の下支えを行って

おり、今後も重要な施策であると認識している。 

また、飲食店等への支援に関連するものとしては、市民の皆さ

まが外食をきっかけに外に出ていただき、賑わいが創出され、市

内経済の活性化につながるよう、市内の飲食店で使える「おでか

け食事券」を０歳から高齢者までの全ての市民に、１人あたり２

千円分配布したところである。市民の皆さまが食事券を使ってい

ただくことで、市内経済の活性化につながるものと考えている。 

 

 



 

 

□新町地域のまちづくりに関する意見                             №２ 

 

内容区分 意  見 回  答 

災害時の避難誘

導方法について 

新町地域は、昔から洪水の被害が心配されてき

た地域である。 

近年、災害のリスクが高まる場合には、高崎市

からも素早く情報が流れ、パソコンやスマートフ

ォンで確認し、万一に備えることができる。 

しかしながら、高齢者を中心に、避難するタイ

ミングが遅れがちになる方が、依然として多いの

が現状です。災害から大切な命を守るためにも、

より確実に多くの方に危険を知らせる方策を考え

ていただきたい。 

 

本市では、安心ほっとメール、防災行政無線、防災ス

ピーカー、市ＨＰ、ＳＮＳ、スピーカー付き公用車によ

る巡回等により、災害時における情報発信を行っている

ほか、群馬テレビのデータ放送、ラジオ高崎を活用した

迅速な情報提供に努めている。 

今年度からは、自ら情報を入手しにくい高齢者や障害

者の方々への情報提供を推進するため、「災害時電話Ｆ

ＡＸサービス」を新たに開始した。 

 今後も、迅速かつ確実な情報伝達に向け、災害情報の

多重化に努めていく。                              

 



 

 

□新町地域のまちづくりに関する意見                             №３ 

 

内容区分 意  見 回  答 

所有者・管理者

が不明の家屋・

土地の解決策に

ついて 

少子高齢化に伴い、時代の変遷と責任感の希薄

化により、相続すべき家屋・土地の管理が疎かに

なるなどの事案が増加している。新町地域におい

ても相続放棄等で管理が杜撰な家屋・土地があり、

雑草等が伸び放題となる場所があるため、地域の

協力を得て、除草等を行っている現状である。 

 このようなことから近隣等に迷惑がかからない

よう市で対応・解消をお願いしたい。 

 

 

 本市では、空き家問題の解消につながる総合的な対策

として、管理、解体、活用を３本の柱とした８つの助成

制度による本市独自の空き家緊急総合対策事業を、平成

２６年度から実施している。 

そのうち、空き家の管理については、空き家の建物内

部の清掃管理や庭の除草などの手入れをする費用の２

分の１、上限２０万円を助成している。 

また、空き家を解体する制度としては、空き家を解体

する費用の５分の４、上限１００万円を助成する制度が

ある。この制度については、空き家所有者のニーズも高

く、平成２６年度から令和２年度までの７年間の解体助

成の件数は、８４７件であり、平均して毎年１００件以

上の空き家が解消されている。 

更に、利用可能な空き家については、店舗・サロン等

への活用についても助成を行っている。 

新町地域においても、これらの空き家対策事業を活用

していただきたい。 

管理者不在のまま放置され、老朽化や管理が不十分

で、近隣にとって迷惑な空き家については、関係部署や

法律関係者と連携をはかりながら、所有者などへ空き家

の適正管理を行うよう依頼している。 

                   



１

合　　　　  　　　計 ２,４１７億５,１３７ ２,８２９億６,０９２ ２,７６４億９,４０９

土 地 取 得 事 業 １億２,３４２ １億２,３４２ １億２,３４２

後 期 高 齢 者 医 療 ４８億６,７１４ ５０億４,８０２ ５０億 　２５７

農業集落排水事業 １億４,０７６ １億４,２４９ １億３,９６４

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億２,８６４ １億１,３５０ ９,９４３

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

６,７１６ ７,７２８ ３,６２８

国民健康保険事業 ３５７億３,０２８ ３５２億６,８５８ ３４５億３,３５０

介 護 保 険 ３５１億７,３９７ ３５１億８,９９８ ３４７億１,２７２

一　　般　　会　　計 １,６５５億２,０００ ２,０６９億９,７６５ ２,０１８億４,６５３

特　　別　　会　　計 ７６２億３,１３７ ７５９億６,３２７ ７４６億４,７５６

令和２年度高崎市決算の概要について

　令和２年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、２,０６９億９,７６５万円、歳出は、２,０１８億４,６５３万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出



県支出金 109億 336万円 (5.3％)
市 債 89億 870万円 (4.3％)

地方消費税交付金 83億9,081万円 (4.1％)
繰 入 金 39億2,567万円 (1.9％)
使用料及び手数料 25億2,569万円 (1.2％)
繰 越 金 13億6,279万円 (0.7％)
地方譲与税 12億8,122万円 (0.6％)
地方特例交付金 4億5,029万円 (0.2％)
そ の 他 22億5,935万円 (1.0％)
＊歳入の「その他」は、法人事業税交付金、
分担金及び負担金、自動車取得税交付金、財
産収入、配当割交付金、寄附金、株式等譲渡
所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、利子
割交付金、交通安全対策特別交付金、国有提
供施設等所在市町村助成交付金、環境性能割
交付金です。

市 税
620億7,060万円

(30.0％)

【歳 入】

歳 入

2,069億9,765万円

国庫支出金

640億2,170万円
(30.9％)

地方交付税
134億1,797万円

(6.5％)

諸 収 入
274億7,949万円

(13.3％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況



民 生 費

597億6,223万円
(29.6％)

総 務 費

541億9,519万円

(26.8％)

商 工 費

281億3,615万円
(13.9％)

土 木 費

134億5,098万円

(6.7％)

教 育 費

143億5,850万円
(7.1％)

公 債 費

135億8,604万円

(6.7％)
歳 出

2,018億4,653万円

◎ 歳入決算額 ２,０６９億９，７６５万円（Ａ）
歳出決算額 ２,０１８億４，６５３万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ５１億５，１１２万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
及び事故繰越し繰越額５億７，１１４万円を繰越し、さらに財政調
整基金へ３３億円積み立て、残りの１２億７，９９７万円を翌年度
への繰越金としました。

【歳 出】

衛 生 費 100億1,659万円(5.0％)

消 防 費 45億7,484万円(2.3％)

農林水産業費 25億7,432万円(1.3％)

そ の 他 11億9,169万円(0.6％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

元年度 ２年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ６２５億３,９３５ ３７．１ １.０ ６２０億７,０６１ ３０．０ △０.７

2 地 方 譲 与 税 １２億６,５９５ ０.８ １.４ １２億８,１２２ ０.６ １.２

3 利子割交付金 ４,５５３ ０.０ △４９.０ ４,９８１ ０.０ ９.４

4 配当割交付金 ２億２,３２７ ０.１ １５.１ ２億１,３９８ ０.１ △４.２
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 １億３,３０５ ０.１ △１７.８ ２億６,０６３ ０.１ ９５.９

6 法 人 事 業 税
交 付 金 － － － ４億３,３２８ ０.２ 皆増

7
６８億８,４７７ ４.１ △５.４ ８３億９,０８１ ４.１ ２１.９

8
１億２,１３４ ０.１ △２.２ ９,６２５ ０.１ △２０.７

9
５,６３２ ０.０ 皆増 １億１,８３４ ０.１ １１０.１

10
３,０６１ ０.０ △１.８ ２,９１５ ０.０ △４.８

11 地方特例交付金 ９億６,６９６ ０.６ ２０４.１ ４億５,０２９ ０.２ △５３.４

12 地 方 交 付 税 １３５億９,５１６ ８.１ １.９ １３４億１,７９７ ６.５ △１.３
普 通 交 付 税 １１５億２,１３１ ６.９ １.４ １１５億   ７２７ ５.６ △０.１
特 別 交 付 税 ２０億７,３８５ １.２ ４.４ １９億１,０７０ ０.９ △７.９

13
７,９１１ ０.０ △０.６ ８,９８７ ０.０ １３.６

14 分担金・負担金 ６億４,４１７ ０.４ △２２.３ ４億１,４４５ ０.２ △３５.７

15 使用料・手数料 ２９億   ６１１ １.７ △５.３ ２５億４,３１６ １.２ △１２.５

16 国 庫 支 出 金 ２４３億３,４２９ １４.４ ４.１ ６４０億５,２０６ ３０.９ １６３.２

17 県 支 出 金 １０５億３，６６２ ６.２ △２.４ １０９億７，２４９ ５.３ ４.１

18 財 産 収 入 ２億４,６８６ ０.１ ５.９ ２億     ５４ ０.１ △１８.８

19 寄 附 金 ２億７,１６９ ０.２ ６６.８ ３億１,１３１ ０.２ １４.６

20 繰 入 金 ８８億５,５９６ ５.３ ４５.３ ３９億２,６８５ １.９ △５５.７

21 繰 越 金 １６億３,９５２ １.０ △１９.６ １３億８,４８３ ０.７ △１５.５

22 諸 収 入 １６１億６,９４３ ９.６ △６.７ ２７４億１,６７７ １３.２ ６９.６
貸付金元利収入 １２１億１,３９４ ７.２ △１２.０ ２４２億３,８７０ １１.７ １００.８

23 地 方 債 １６８億６,７９０ １０.０ △４.２ ８９億   ８７０ ４.３ △４７.２

１億９,１７２ ０.１ △５１.６ － － 皆減

１,６８６億   ５６７ １００.０ １.１ ２,０７０億３，３３５ １００.０ ２２.８合           計

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入 （単位  万円）
　　　　　年　度
区　分

自動車税環境
性能割交付金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金

自動車取得税
交付金



元年度 ２年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０４億６,５４２ １２.５ ０.５ ２２３億３,８４３ １１.１ ９.２

う ち 職 員 給 １３１億２,９４２ ８.０ ２.０ １３１億３,６３６ ６.５ ０.１

2 扶 助 費 ３５９億１,８７３ ２１.９ ４.４ ３７２億２,４８３ １８.４ ３.６

3 公 債 費 １３６億   ５８８ ８.３ △０.２ １３７億   ９４６ ６.８ ０.８

4 物 件 費 ２０５億２,０３５ １２.５ ５.９ ２００億９,６５７ １０.０ △２.１

5 維 持 補 修 費 １３億   ９２５ ０.８ △２.７ １０億９,４１３ ０.５ △１６.４

6 補 助 費 等 １８４億３,２６６ １１.２ ８.３ ５５６億８,５４５ ２７.６ ２０２.１

7 積 立 金 ８億   １９６ ０.５ △６.４ ２０億３,５３３ １.０ １５３.８

8 投資・出資金

貸 付 金 １３０億４,９９８ ７.９ △５.２ ２４０億８,９５３ １１.９ ８４.６

う ち 貸 付 金 １３０億２,９１２ ７.９ △５.０ ２４０億４,９８２ １１.９ ８４.６

9 繰 出 金 １２０億６,５８１ ７.３ １.８ １２４億１,３８７ ６.２ ２.９

10 普通建設事業費 ２７７億４,９９５ １６.９ △４.９ １２７億５,８９４ ６.３ △５４.０

うち補助事業費 １３０億６,４５６ ８.０ △１０.７ ５８億９,１５７ ２.９ △５４.９

うち単独事業費 １４６億８,５３９ ８.９ ０.８ ６８億６,７３７ ３.４ △５３.２

11 災 害 復 旧 費 ３億     ８２ ０.２ 皆増 ３億９,４６８ ０.２ ３１.２

１,６４２億２,０８３ １００.０ １.５ ２,０１８億４,１２３ １００.０ ２２.９

４３億８,４８３ ― △１１.２ ５１億９,２１２ ― １８.４

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　　出 （単位  万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計



３ 　令和２年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の、標準財政
規模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上にな
ると財政の早期健全化を図ることとなります。

19億5,655 5億1,127

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

95億9,970

減 債 基 金 11億4,871 2,429 2億7,358 3,592 7億8,258

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 54億4,377 45億8,583 33億8,829 55億3,662

そ の 他 56億　649 38億1,953 50億3,058

財 政 力 指 数 0.856 0.822 0.576 0.853 0.989

将 来 負 担 比 率 40.2％ 66.0％ － 33.0％ 45.1％

実 質 公 債 費 比 率 4.9％ 7.9％ 4.5％ 5.1％ 5.4％

地 方 債 現 在 高 1,491億3,309 1,537億7,045 363億9,659 685億6,469 605億8,674

経 常 収 支 比 率 95.5％ 97.1％ 95.7％ 95.5％ 92.8％

実 質 収 支 比 率 5.4％ 4.4％ 8.4％ 6.2％ 4.9％

実 質 収 支 46億2,097 34億4,364 21億6,899 27億2,576 21億9,235

歳 出 総 額 2,018億4,123 1,878億1,367 606億1,098 985億3,754 1,082億7,427

（単位　万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額 2,070億3,335 1,920億1,538 629億8,078 1,017億7,326 1,113億8,553

人 口 （ R3.3.31 現 在 ） 371,585人 334,535人 107,601人 212,946人 224,001人


